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申入れ書 

 

 日頃より福井大学の教育と研究の発展にご尽力されておりますことに対し、心からの敬

意を表します。 

 さて、昨年 10月に示された「文京・松岡両地区の自動車による入構の有料化及び松岡地

区のカーゲート導入について（案）」（以下、「入構有料化（案）」と記します）については、

昨年 12月 16日と本年 3月 10日の 2度にわたって団体交渉を行ったほか、数度にわたって

事務担当者から説明も受けました。しかし、昨年 11 月 26 日付で組合が申入れた各事項に

ついて納得のいく回答は得られておらず、「入構有料化（案）」の内容も、依然として組合

が合意できる改善には至っておりません。にもかかわらず、当初の案に僅かな修正が加え

られただけの不十分な「入構有料化（案）」を本年 7月から文京地区でも実施することが決

定され、先の 5月 27日に教職員に対して学長名でその旨が通知されました。 

組合としては、入構を有料化することに無前提に反対するものではなく、構内交通の改

善や駐車の利便性を高めることへも協力は惜しまない考えですが、教職員や学生から十分

な理解が得られておらず、内容が不十分で改善の余地がいまだに少なからず残されている

段階で、「入構有料化（案）」が現状のような形で 7 月から実施されることについては、時

期尚早であると言わざるを得ません。さまざまな問題点が指摘されてきたその中身もさる

ことながら、「入構有料化（案）」が策定されて実施されること自体について多くの教職員

が抱いている疑問点に関して、学長より納得のゆくご説明をいただく必要があると考えま

す。 

 つきましては、下記の 2点の質問事項に関して、6月 19日（金）までに文書によるご回

答をお願いいたします。 

 

記 

 

１． 他大学の事例に倣った実施形態（松岡地区のみでの実施）について 

どのような理由があったのか存じませんが、「入構有料化（案）」に伴う教職員の入構許

可の申請期日が当初予定されていた 5 月 29 日から 6 月 10 日に延期されました。実施日が

7月 1日であることには変わりがないため、「入構有料化（案）」に納得していない教職員も

短い申請期間中に不本意な対応を余儀なくされ、申請の許可等の手続きが今後慌しいスケ

ジュールで進められることになります。教職員の労働意欲は減退するばかりですが、さら



に問題視されるのは、重要な大学の構成員であるはずの学生たちに対して、この件に関す

る意見聴取がまったく不十分にしかなされておらず、それどころか、現時点でなお「入構

有料化（案）」が十分に周知されていない点です。このような状況で 7月 1日からの実施を

強行すれば、学生サービスの観点からも拙速の謗りは免れません。 

こうした現状に加えて、学外からの要望等、入構の有料化をめぐる状況が松岡地区と文

京地区とでは異なることをも考慮すれば、未解消の課題を多々孕んだ「入構有料化（案）」

を 7 月 1 日より両地区で強行実施することが賢明なご判断であるとは到底思えません。他

大学に目を向ければ、近隣の金沢大学や富山大学、三重大学など、医学部・病院のみに限

定して入構有料化を実施している大学が少なからずあります。組合としては、本学もこう

した諸大学の事例に倣って、文京地区の入構有料化を今回はいったん見送り、松岡地区に

限定してこれを実施すべきではないかと考えます。この点に関する学長のお考えをお聞か

せ下さい。 

 

２．法律上の問題点について 

現状の「入構有料化（案）」は、通勤手当の増額等を伴っておらず、教職員にとっては代

償措置のない労働条件の不利益変更にほかなりません。また、事実上他の選択肢がないな

か、車で入構する教職員等から資金を徴収し、それを駐車場整備という名目で大学の資産

づくりに充てることの危うさについては、本学の法律を専門とする教員から次のような論

理的な指摘がなされています。 

 

  従業員から入構料を徴収して、その一部を原資に新たに駐車場を整備すれば、その分

だけ大学の資産は増加するわけであり、従業員は賃金から入構料を支払うほかありませ

ん。そうすると、大学が従業員に賃金として一旦支払っておいたものを環流させて、そ

の一部を大学の資産形成（増加）に充てることになり、当然ながら大学は、資産形成を

した分だけ賃金の支払いを免れることになります。これは支払うべきであった賃金の一

部を大学内部に留保する措置にほかならず、労働基準法 24条の賃金の全額支払い原則に

抵触する可能性があります。入構料が駐車場の維持に必要な実費の限りであれば、大学

の資産は増加しないため、上記のような問題から、とりあえず逃れることができるかも

知れません。ところが、現状では、賃金から入構料を徴収することによって大学は利益

を上げようとしており、その利益を新たな設備投資に廻そうとしています。要するに、

大学の資産価値を増加させる新たな設備投資であれば、本来は大学の資金で行うべきな

のにもかかわらず、従業員に一旦支払った賃金を大学に環流させて、新たな設備投資に

充当しようとしている点に問題があります。 

 

こうした指摘に対して、「入構有料化（案）」とそれに付随する措置が労働基準法や労働

契約法等に適っており、その実施には十分な合理性がある、と学長が判断されたからこそ、

現在、実施に向けて手続きが進められているものと理解しますが、そのように考える明確

な根拠をお聞かせ下さい。 


